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防災都市づくり推進計画

木造住宅密集地域の改善木造住宅密集地域の改善

都市の確実な安全と安心の確保

　木造住宅密集地域（以下「木密地域」という。）は、道路や公園等の都市基盤が不十分なことに加
え、老朽化した木造建築物が多いことなどから、地震火災など、大きな被害が想定されています。
　都は、首都直下地震の切迫性や東日本大震災の発生を踏まえ、都民の生命と首都東京の都市機能
を守るため、平成24年（2012年）1月に「木密地域不燃化10年プロジェクト」を立ち上げ、区と連携し
ながら木密地域の改善を一段と加速させる取組を行ってきました。
　令和２年（2020年）３月に「防災都市づくり推進計画」の基本方針を、令和３年（2021年）３月に整
備プログラムをそれぞれ改定しました。改定した基本方針では、特に甚大な被害が想定される整備地
域を対象に10年間の重点的・集中的な取組として実施してきた、不燃化特区制度の活用や特定整備
路線の整備の取組を５年間延長し、不燃化を強力に推進することとしました。

整備地域・重点整備地域・特定整備路線
（令和２年（2020年）３月推進計画・基本方針改定（2021（令和３）年３月一部修正）時点）

　都は、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、「防災都市づくり推進計画」（以下「推進計画」と
いう。）を平成８年（1996年）に策定（平成16年（2004年）、平成22年（2010年）、平成28年
（2016年）改定、令和２年（2020年）３月・基本方針、令和３年（2021年）３月・整備プログラ
ム改定）し、市街地の防災性の向上に取り組んでいます。推進計画は、東京都震災対策条例に基
づき、延焼遮断帯の形成や木密地域の不燃化などを進めるための施策を定める計画です。
　推進計画では、地域危険度が高く、かつ、老朽化した木造建築物が特に集中するなど、震災時
に特に甚大な被害が想定される地域を｢整備地域｣（28地域　約6,500ha）に指定し、地域の特性に
応じ、事業や規制・誘導を効果的に組み合わせて展開しています。また、防災都市づくりに資す
る事業を重層的かつ集中的に実施する地域を｢重点整備地域｣（52地区　約3,350ha）に指定し、不
燃化特区制度を活用して、老朽建築物の建替え除却への助成、固定資産税等の減免など、特別な
支援を継続し、不燃化を更に強力に推進していきます。
　これらの地域については、木造住宅密集地域整備事業や、防災街区整備地区計画などの規制・
誘導策により、道路・公園等の基盤整備、老朽木造住宅の不燃化・耐震化や共同建替えの促進を
図っています。
　また、木密地域の改善に併せて、地域の特性に応じた創意工夫による魅力的な街並みの住宅市
街地への再生を促進していきます。
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防災生活道路の整備イメージ

木密地域の改善に向けた事業イメージ

老朽建築物を共同化して建て替えた事例

防災生活道路の整備による整備地域の改善

整備地域以外の対応

不燃化特区・特定整備路線の推進

　整備地域内における、緊急車両の通行や円滑な消火・救援活動及び避難に資する道路を、推
進計画において防災生活道路に位置付け、事業として拡幅整備を進めるとともに、その沿道建
築物の建替えも促進し、地域の改善と不燃化の加速に取り組んでいます。
　さらに、防災生活道路において電柱倒壊による道路閉塞を防止するため、無電柱化に取り組
む区を支援しています。

　木密地域の改善に資する取組を引き続き進めるとともに、多摩地域や区部西部を中心とした、
農地を有し、将来の宅地化が想定される住宅市街地については、必要に応じて防災性の維持・
向上を図り、安全で良好な住環境を形成していきます。

　木密地域の改善を一段と加速するため、重点的・集中的に改善を図る不燃化特区の取組と、延
焼を遮断し、避難路や緊急車両の通行路となる特定整備路線の整備を一体的に進めています。

（１）区と連携した市街地の不燃化の促進
　特に改善を必要としている地区について、区の申請に基づき特別の支援を行う不燃化特区の制度を
平成25年（2013年）３月に創設し不燃化を推進してきました。令和３年（2021年）４月には、不燃化特
区の取組を５年間延長し、令和７年度までの実施地区を指定しました（19区、52地区、約3,350ha）。
　不燃化特区では、老朽建築物の除却や建替え促進に向けた助成や固定資産税等の減免措置を行う
とともに、専門家派遣、ノウハウ提供などにより区の取組を支援し、市街地の不燃化を促進していま
す。

（２）延焼を遮断する主要な都市計画道路の整備
　市街地の延焼を遮断し、避難や救援活動の空間にもなる、防災上効果の高い都施行の都市計
画道路を特定整備路線として選定し、整備を進めています（28区間・延長約25㎞）。関係権利
者に対して、生活再建への特別の支援策を講じながら、特定整備路線の整備を引き続き推進し
ます。

沿道建築物の不燃化と
特定整備路線による
延焼遮断帯の形成
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複数権利者で建物を共同化 隣の人が残地を購入し、建替え

拡幅整備された 
生活道路 

都市計画道路の整備 

整備イメージ

整備後

整備前

まちづくり協議会

共同化事例

新たな防火規制区域の指定促進

まちづくりと連携して進める都市計画道路の整備
　推進計画の重点整備地域等においては、延焼を遮断し、避難・救援活動の空間となる都市計画
道路の整備に併せて、建物の共同化や効率的な土地利用を進める沿道のまちづくりを促し、地域
の防災性を一層向上させていきます。
　現在、都市整備局では、｢豊島区東池袋地区　補助第81号線｣ 及び ｢墨田区鐘ヶ淵地区　補助第
120号線Ⅰ期｣ については平成17年（2005年）度に、｢北区十条地区　補助第83号線（旧岩槻街道）｣
及び ｢目黒区目黒本町地区　補助第46号線｣ については平成21年（2009年）度に、「墨田区鐘ヶ淵地
区　補助第120号線Ⅱ期」については平成25年（2013年）度に、「板橋区大山中央地区　補助第
26号線」、「目黒区原町・洗足地区　補助第46号線」、「品川区戸越公園駅周辺地区　補助第29号
線」及び「北区志茂地区　補助第86号線」については平成26年（2014年）度に、それぞれ都市計画
事業認可を取得し、整備を推進しています。このうち、補助第120号線Ⅱ期、補助第46号線、補助
第26号線、補助第29号線、補助第86号線は特定整備路線です。

　都では､建築物の不燃化を促進するため、東京都建築安全条例の規定に基づき、災害時の危険性
が高い木密地域などについて、建築物の耐火性能を強化する区域を指定しています。
　規制の内容は、原則として全ての建築物は準耐火建築物等以上とし、そのうち延べ面積が500㎡
を超えるものは耐火建築物とするものです。
　令和４年（2022年）12月末現在、19区１市（新宿区･文京区･台東区･墨田区･江東区･品川区･目黒
区･大田区･世田谷区･渋谷区･中野区･杉並区･豊島区･北区･荒川区･板橋区･練馬区･足立区･江戸川
区･三鷹市)で、約7,100haが指定され、市街地の安全性の向上を図るため、指定の拡大を進めてい
ます。
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地域危険度測定調査

避難場所・地区内残留地区・避難道路の指定

第９回地域危険度測定調査（総合危険度ランク）

※白抜きは、測定対象外の区域を示す。

　東京都震災対策条例第12条の規定に基づき、以下の目的で、おおむね５年ごとに地震に関する
地域の危険度を科学的に測定し、都民に公表しています。
(1) 地震災害に対する都民の認識を深め、防災意識の高揚に役立てる。 
(2) 震災対策事業を実施する地域を選択する際に活用する。
　令和４年（2022年）に公表した第９回調査では、市街化区域内の5,192町丁目を対象に、地震の
揺れによって建物が倒壊する危険性を｢建物倒壊危険度｣、火災の発生による延焼の危険性を｢火災
危険度｣、建物倒壊や火災の危険性に、災害時活動の困難さを加味して、総合化したものを｢総合危
険度｣として、それぞれ町丁目ごとに測定し、危険性の度合いにより５（高い）から１（低い）ま
での五つのランクに分けて公表しています。

　東京都区部においては、震災時の市街地大火から都民の生命を守るため、東京都震災対策条例
に基づき、大規模な延焼火災が鎮火するまで一時的に待機する場所を避難場所として指定し、都
民への周知を図っています。あわせて、大規模な延焼火災のおそれがなく、広域的な避難を要し
ない地区については、避難場所を指定せず地区内残留地区として指定しています。
　指定された避難場所への避難には、任意の経路を利用することを原則としていますが、遠距離
避難や延焼の危険性が高い地区については、安全に避難するための道路を、同条例に基づき避難
道路として指定しています。
　なお、避難場所・地区内残留地区・避難道路の指定は、市街地状況の変化及び人口の増減等を
考慮し、おおむね５年ごとに見直しを行っており、令和４年（2022年）７月の第９回見直しで
は、避難場所は221か所、地区内残留地区は40か所、避難道路は約49kmを指定しています。

5 （1－85位）

4 （86－373位）

3 （374－1195位）

2 （1196－2848位）

1 （2849－5192位）

総合危険度ランク（第9回）
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地域危険度測定調査

避難場所・地区内残留地区・避難道路の指定

第９回地域危険度測定調査（総合危険度ランク）

※白抜きは、測定対象外の区域を示す。
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総合危険度ランク（第9回）
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災害時に緊急物資の輸送などの大動脈となる緊急輸送道路

建築物の耐震化建築物の耐震化

　首都直下地震の切迫性が指摘される中、都民の生命と財産を保護するとともに、災害に強い東京を実
現することを目的に、都は、平成19年（2007年）３月に「東京都耐震改修促進計画」（以下「計画」と
いう。）を策定しました（最終改定：令和５年（2023年）３月）。計画では、耐震化の現状や目標のほか、
耐震化に関する基本的な方針、施策の方向性などを定め、区市町村等と連携の上、耐震化促進に取り組
んでいます。
　具体的には、相談体制の整備、耐震改修の工法の選定、パンフレット、耐震ポータルサイト等による
情報提供、木造住宅耐震診断事務所の登録及び紹介など、普及啓発や技術的な支援を行っています。特
に木密地域の木造住宅、分譲マンション及び緊急輸送道路沿道建築物の耐震化は、公共性が高いことな
どから、耐震診断や耐震改修に対する費用の助成を手厚くするなど、重点的に耐震化促進を図ってい
ます。
　中でも、避難や救急・救命活動等の大動脈となる緊急輸送道路に関しては、平成23年（2011年）４月
に施行した「東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例」（以下「推進条例」という。）
により、特定沿道建築物※の耐震診断実施を義務付けました。あわせて、助成制度の拡充や耐震化アドバ
イザーの派遣、技術的相談や計画作成支援などを行い、所有者の耐震化への取組も支援しています。ま
た、耐震診断結果を公表し、所有者の意識付け及び都民へ情報提供を行っています。さらに、平成31年
（2019年）３月に推進条例を改正し、緊急輸送道路沿道建築物の占有者（テナント等）の責務等を規定
し、沿道建築物の所有者が占有者の協力を得やすくなるよう環境を整備しました。令和２年（2020年）
３月には、計画を一部改定し、通行機能の確保の観点から特定沿道建築物について、区間到達率、総合到
達率といった新たな指標により目標を設定しました。
　令和５年（2023年）３月の計画改定では、新耐震
基準の木造住宅への耐震化の支援を開始するととも
に、一般沿道建築物の診断を促進するなど施策のバー
ジョンアップを図っており、目標の達成に向けて更に
耐震化を推進していきます。

　都市開発諸制度を活用する大規模な都市開発は、首都直下型地震等の大規模な地震や水害その他の災
害時における建築物の自立性を確保するほか、都市の安全性の向上に取り組むなど、東京の防災都市づ
くりの先導的な役割を果たす必要があります。
　このため、防災備蓄倉庫や帰宅困難者の一時滞在施設の整備、開発区域内外における道路の無電柱
化、木造住宅密集地域の解消や、水害に対応した高台まちづくりに資する取組を誘導し、都市開発の機
会を捉えた防災都市づくりを推進しています。

　昨今、台風などの自然災害がもたらす電柱倒壊により、道路閉塞や長期にわたる大規模停電が発生す
るなど、防災上、無電柱化の重要性が更に高まっています。
　このため、令和３年（2021年）６月に改訂された「東京都無電柱化計画」、令和４年（2022年）12月
に策定された「TOKYO 強靭化プロジェクト」に基づき取組を強化し、木密事業、土地区画整理事業、民
間宅地開発に加え、木密地域における私道などへの支援を積極的に進めるとともに、都が補助する市街
地整備事業や開発行為における無電柱化の義務化に向けた取組を進め、大規模開発から宅地開発までま
ちづくりのあらゆる機会を捉え、無電柱化を推進していきます。

※特定緊急輸送道路（緊急輸送道路のうち特に沿道建築物
の耐震化を推進する必要のある道路）の沿道に存する、
一定の要件に該当する建築物

まちづくりの機会を捉えた無電柱化の推進まちづくりの機会を捉えた無電柱化の推進

都市開発の機会を捉えた防災都市づくりの推進
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被災建築物の応急危険度判定体制の整備

都市の事前復興の取組

被災宅地危険度判定体制の整備

都市の復旧・復興対策の推進都市の復旧・復興対策の推進

　首都直下地震などにより被災した場合に、迅速かつ計画的な都市復興を実現できるよう、都市復興の
在り方や手順、執行体制をあらかじめ検討し、都民等や行政職員で共有しておくなど、平時からの取組
（都市の事前復興の取組）が必要です。都は、被災後の都市復興の在り方として「都市復興の理念、目
標及び基本方針」（令和元年（2019年）６月）を策定しました。また、復興手順や執行体制を示した｢東
京都震災復興マニュアル｣（平成15年（2003年）３月）を策定し、活用しています。
　また、これらの基本方針やマニュアル等を基に、都民参加型のシンポジウムの開催、都市復興に係る
展示等の実施により、都民への意識啓発に努めています。さらに、都や区市町村職員等向けには、復興
まちづくり計画等を策定する図上訓練や研修、航空写真等から被災状況を把握する家屋被害調査訓練
を、オンライン方式を積極的に導入し、実施しています。

　被災宅地危険度判定とは、地震や大雨によって宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合に、被
害状況を迅速かつ的確に把握するとともに、住民へ情報を提供することで、二次災害の軽減・防
止を図るものです。全国で統一された客観的な基準により、目視できる範囲について被害状況を
点数化し、その結果を３色のステッカーで表示して、注意点や問合せ先を記載します。都では区
市町村と協力して、宅地判定士を養成するとともに、他の道府県との協力体制も整えています。

　被災建築物の応急危険度判定とは、大地震によって被災した建築物を判定員が調査の上、危険・
要注意・調査済の３ランクに判定し、大地震の余震等に起因する建築物の倒壊や、落下物・転倒
物による二次災害の防止を図るものです。判定を実施した建築物には、３色の応急危険度判定ス
テッカーを表示し、判定結果が住民や通行者に分かるようにします。
　都では、大規模な判定活動に備え、民間建築士等を判定員（防災ボランティア）として事前に
登録しています。あわせて、区市町村と連携して実施する体制を整備するとともに、他の道府県
等とも相互に応援し合うことができるように協力体制を整えています。

関東大震災100年を契機としたムーブメントの展開
　令和５年（2023年）は、関東大震災の発生から100年の節目とな
ります。この機会に、都民や事業者等に対して自らを守る取組等を
積極的に促すため、令和４年（2022年）に策定した「ＴＯＫＹＯ強
靭化プロジェクト」の一環として、普及啓発のムーブメントを国や
区市町村等とも連携して展開していきます。
　具体的には、都市整備や防災まちづくりの理解促進に係る取組と
して、復興アーカイブやＰＲ動画の作成、こども向け体験型復興訓
練、まちづくりでの無電柱化の啓発強化等を実施していきます。また、防災力向上に向けた区市
町村等との連携促進に係る取組として、当時の思想などを踏まえ、防災機能の拡充や地域コミュ
ニティの交流・憩いの場等として復興小公園の再生に取り組む関係区を後押ししていきます。

まちづくりでの無電柱化の啓発強化 復興アーカイブ・ＰＲ動画のイメージ 復興小公園の再生
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要注意・調査済の３ランクに判定し、大地震の余震等に起因する建築物の倒壊や、落下物・転倒
物による二次災害の防止を図るものです。判定を実施した建築物には、３色の応急危険度判定ス
テッカーを表示し、判定結果が住民や通行者に分かるようにします。
　都では、大規模な判定活動に備え、民間建築士等を判定員（防災ボランティア）として事前に
登録しています。あわせて、区市町村と連携して実施する体制を整備するとともに、他の道府県
等とも相互に応援し合うことができるように協力体制を整えています。

関東大震災100年を契機としたムーブメントの展開
　令和５年（2023年）は、関東大震災の発生から100年の節目とな
ります。この機会に、都民や事業者等に対して自らを守る取組等を
積極的に促すため、令和４年（2022年）に策定した「ＴＯＫＹＯ強
靭化プロジェクト」の一環として、普及啓発のムーブメントを国や
区市町村等とも連携して展開していきます。
　具体的には、都市整備や防災まちづくりの理解促進に係る取組と
して、復興アーカイブやＰＲ動画の作成、こども向け体験型復興訓
練、まちづくりでの無電柱化の啓発強化等を実施していきます。また、防災力向上に向けた区市
町村等との連携促進に係る取組として、当時の思想などを踏まえ、防災機能の拡充や地域コミュ
ニティの交流・憩いの場等として復興小公園の再生に取り組む関係区を後押ししていきます。

まちづくりでの無電柱化の啓発強化 復興アーカイブ・ＰＲ動画のイメージ 復興小公園の再生
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総合的な治水対策の推進総合的な治水対策の推進

災害に強い首都「東京」の形成に向けた検討
　水害対策や地震対策などを効率的・効果的に進めるため、令和２年（2020年）１月15日に国と都による「災害
に強い首都「東京」の形成に向けた連絡会議」を設置し、幅広く議論を重ねて、同年12月に「災害に強い首都「東
京」形成ビジョン」を取りまとめました。なかでも、近年、毎年のように全国で甚大な被害が発生している水害対
策について、区画整理と高規格堤防による高台づくりや再開発事業による避難スペースの確保など、水害時に
避難場所にもなる高台まちづくりを推進する方策が盛り込まれています。その具現化に向けて、令和３年（2021
年）３月29日に連絡会議の下に、地元区も含めたワーキンググループを設置しており、避難計画とも連携しなが
ら、モデル地区等において地区特性を踏まえた方策の適用について検討を進めています。
　「TOKYO 強靭化プロジェクト～『100年先も安心』を目指して～」（令和４年（2022年）12月）のもと、高台まちづ
くりを推進していきます。具体的には、東部低地帯において、公共施設を活用した緊急時の垂直避難先の確保
や、避難経路の整備推進に取り組む地元区への支援とともに、水害激甚化への備えが必要な荒川、江戸川及び
多摩川で、浸水時、川沿いに救援救助等の拠点的機能も担う高台を確保できるよう、高規格堤防の促進に関する
新たな仕組みの導入も視野に入れた検討を進めていきます。

　都は、平成 19 年（2007 年）８月に「東京都豪雨対策基本方針」を策定し、河川や下水道の整備、貯留浸透施
設の設置等の流域対策の取組等を定め、総合的な治水対策を推進してきました。
　しかし、これまでの目標とする降雨（時間 50 ミリ降雨）を超える豪雨により、依然として、浸水被害が発
生していることから、近年の降雨特性や浸水被害の発生状況を踏まえ、平成 26 年（2014 年）６月に「東京都
豪雨対策基本方針」の改定を行いました。
　改定では、降雨特性を考慮した目標とする降雨の設定、河川・下水道の整備における「対策強化流域」・「対
策強化地区」の設定、大規模地下街の浸水対策の拡充などの減災対策を強化しました。
　一方で、近年の気候変動の影響により、豪雨の更なる頻発化・激甚化、被害の拡大が懸念される中、都民
の命と財産を守るため一層の対策強化が必要です。このため、将来の気候変動の影響を踏まえた今後の豪
雨対策について検討することを目的とし、令和４年（2022 年）８月に「東京都豪雨対策検討委員会」を設置
しました。令和５年度（2023 年度）は「TOKYO強靭化プロジェクト」の一環として、「東京都豪雨対策基本方
針」を改定し、総合的な治水対策の推進に取り組み、強靭な都市の実現を目指していきます。
　また、気候変動による水災害リスクの増大に備え、令和２年（2020 年）から開始している「流域治水プロ
ジェクト」については、各一級水系の流域治水協議会へ参画しています。令和３年（2021 年）９月には、関係
自治体と連携し、「城南地区河川外３河川流域治水プロジェクト」を立ち上げるなど二級水系における取組
も進めています。

大規模水害時のイメージ
（「災害に強い首都『東京』形成ビジョン概要版（令和２年（2020年）12月公表）」）

TOKYO 強靭化プロジェクトTOKYO 強靭化プロジェクト
　地球規模の気候変動の影響によって頻発化・激甚化する風水害、切迫する首都直下地震などの自然災害
は、いつ起きてもおかしくはなく、複合的に発生するリスクもあります。これらの危機に直面する中、都民
の生命と暮らしを守り、首都東京の機能や経済活動を維持するため、各施策をレベルアップする必要があ
ります。また、中長期にわたり安定的・継続的に取り組んでいかなければなりません。
　このことから、関係局と連携し、2040 年代に目指す東京の姿とその実現に向けた道筋を明らかにする
「TOKYO強靭化プロジェクト」を令和４年（2022 年）12 月に公表しました。策定にあたっては、５つの危機
（「風水害」、「地震」、「火山噴火」、「電力・通信等の途絶」、「感染症」）と複合災害に対し、バックキャストの手
法の活用、ハードを中心としたソフト施策との組み合わせ、多様な主体との連携の視点を踏まえた施策の
推進などを基本方針としています。構成としては、各危機に対するハード施策とソフト施策を組み合わせ
た 22 のプロジェクト、それぞれに関連する延べ約 190 の事業を取りまとめています。そのうち、新たに取
り組むものを中心に先導的かつ特徴的な 33 の事業をリーディング事業として位置づけています。
　今後は、都が中心となって、都民・コミュニティ、事業者など多様な主体と連携し、プロジェクトを着実
に推進していきます。


